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基準値 目標値

R6年度 R11年度

（１）妊娠中、育児中の職員への配慮や育児休業等を
　　取得しやすい環境づくり

　（ア）安心して育児休業等を取得できる職場づくり

　（イ）育児に関する諸制度の取得促進

（２）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

　（ア）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

（３）男性職員による積極的な制度の活用

　（ア）子どもの出生時における父親の特別休暇等の取得促進

　（イ）男性職員の育児休業の取得促進

（１）適正な人員確保や配置、人事異動についての配慮

　（ア）出産や子育てをしている職員の人事異動等について
　　の配慮

　（イ）人員配置や人員不足の解消、人材確保等への取組

（２）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

（１）女性職員の採用割合 12 消防職における女性職員の配置割合 ２％ ５％

（２）管理的地位にある女性職員の割合 13 管理的地位にある女性職員の割合 9.4％ 15％

5

すべての
女性が活
躍できる
働きやす
い職場を
目指して

姶良市特定事業主行動計画の数値目標　≪令和７年度～令和11年度の５年間≫

4

子育てし
やすい勤
務環境を
整備して
いくため
に

11 令和11年４月１日職員数 570人 602人

100％　（エ）定時退庁の周知、実施

（２）休暇取得の推進

10 健康増進休暇５日完全取得者率
88.1％
（R6）

100％

５％削減

　（ア）事務の簡素化・合理化

8 年次有給休暇取得日数
11.2日
（R6）

15日　（イ）業務遂行体制の工夫・見直し

　（ウ）時間外勤務（時間外在庁）の縮減

9
年次有給休暇５日以上完全取得
者数

５％削減

78.3％
（R6）

3

子育てし
やすい生
活時間の
創出のた
めに

（１）時間外勤務等の縮減
7 時間外勤務時間数

　(ア）年次休暇等の取得促進

100％

6 男性職員の育児休業取得率
69.6％
（R5）

85％

2

安心して
子どもを
産み育て
るために

3 女性職員の育児休業取得率 100％

5 男性職員の育児参加休暇取得率
48.5％
（R5）

100％
　（イ）研修による制度の周知徹底

100％

4 男性職員の出産付添休暇取得率
69.7％
（R5）

100％

すべての職員が安心して働ける職場環境を整備

　職員一人ひとりが、出産・子育てに理解のある職場を目指し、仕事
と家庭を両立させ、多様なライフスタイルを持つ職員が、職場におい
て能力を十分に発揮できるよう職場全体で支援する意識を持ち

大項目 具体的な主な施策や推進体制 主な数値目標

1

出産や育
児への関
心を高め
るために

（１）諸制度の周知
1
姶良市特定事業主行動計画(姶良
市職員のためのワークライフ応
援プラン)認知度

46％ 100％

　（ア）冊子・パンフレット等を作成し、制度の周知徹底

2
子育て支援・介護支援ハンド
ブック認知度

52％
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

実績

46.0 65.0 100.0

各年度基準値

10.8 56.8 67.6 78.4 89.2 100.0

達成度 114.4

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

各年度
目標指数

①　第５期の初年度として当該計画をグループウェアにて広く職員へ周知した。
②　アンケート調査〔簡易版〕を実施した。
③　新採研修（4/24）及び入庁３年目研修（7/4）にて事業概要を説明した。
④　新任課長６名へ計画冊子を配付した。
⑤　休暇取得促進など職員へ周知する際、当計画に基づき取り組むものであること
を明記した。

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

(1)　要因分析に記載した①～⑤を継続的に実施する。
(2)　今後、当計画の冊子を全課に配付し、職員がいつでも手に取って閲覧できる
環境を整える。（年休簿ファイル等へ綴るなど職員の目の届きやすいところへ保管
する）⇒Ｒ８以降

1
（１）諸制度の周知

１　出産や育児への関心を高めるために

推進体制
（ア）冊子・パンフレット等を作成し、制度の周知徹底

（イ）研修による制度の周知徹底

姶良市特定事業主行動計画(姶良市職員のためのワークライフ応
援プラン)認知度

基準値
（％）

目標値
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

実績

52.0 64.0 100.0

各年度基準値

9.6 61.6 71.2 80.8 90.4 100.0

達成度 103.9

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

各年度
目標指数

①　休暇制度の見直しによりハンドブックの改訂を行い、グループウェアにて広く
職員へ周知した。（４月及び10月に改訂）
②　育児休暇・休業プランを提出した職員に対し、個人メールにてハンドブックを
提供した。
③　新たな介護両立支援制度の運用に伴い、令和７年度40歳になる職員24名に対
し、個人メールにてハンドブックを提供した。

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

(1)　要因分析に記載した①～③を継続的に実施する。
(2)　今後、当計画の冊子を全課に配付し、職員がいつでも手に取って閲覧できる
環境を整える。（年休簿ファイル等へ綴るなど職員の目の届きやすいところへ保管
する）⇒Ｒ８以降

第３次姶良市男女共同参画基本計画

（１）諸制度の周知
2

１　出産や育児への関心を高めるために

推進体制
（ア）冊子・パンフレット等を作成し、制度の周知徹底

（イ）研修による制度の周知徹底

子育て支援・介護支援ハンドブック認知度

基準値
（％）

目標値
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

実績

100.0 100.0 100.0

各年度基準値

0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

達成度 100.0

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

２　安心して子どもを産み育てるために

推進体制

3
（１）妊娠中、育児中の職員への配慮や育児休業等を取得しやすい環境づくり

（ア）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

女性職員の育児休業取得率

基準値
（％）

目標値

各年度
目標指数

①　令和６年度における育児休業取得者は15人(うち女性消防職は１人)であった。
②　①のうち新たな育児休業取得者は７人(うち女性消防職は１人)であった。

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

(1)　育児休暇・休業プランを提出した職員に対し、個人メールにてハンドブック
を提供する。⇒R7から実施
(2)　所属長により、育休復帰支援マニュアルを活用した対象者への面談を実施
し、育休取得の促進を図る。⇒R7.10から運用
(3)　育児休業に伴い未執行となる給与等の予算の活用を検討する。（代替職員／
会計年度任用職員への人件費や、サポートする職員への時間外勤務手当など）
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年

実績

69.7 100.0 100.0

各年度基準値

100 100 100

6.1 75.8 81.8 87.9 93.9 100.0

達成度 132.0

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

各年度
目標指数

①　一般行政職においては、対象者として男性12人中12人の取得があった。
②　消防職においては、対象者として男性８人中８人の取得があった。

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

【補足】出産付添休暇
要件等：妻の出産に伴う入院等の付き添い等のため取得可
期間等：出産に係る入院等の日から出産後２週間を経過する日までにおける７日以
内（R7.4.1から２日間だったものが７日間へ拡充）

(1)　育児休暇・休業プランを提出した職員に対し、個人メールにてハンドブック
を提供する。⇒R7から実施
(2)　所属長により、育休復帰支援マニュアルを活用した対象者への面談を実施
し、当該休暇の取得促進を図る。⇒R7.10から運用
(3)　今後、男性育休取得者による取得事例の紹介を行い、これから休暇を取得し
ようとする男性職員へのアドバイスや後押しへと繋げる。⇒R8.4以降
(4)　当該休暇を取得しやすい職場の雰囲気づくりや職場環境の整備に取り組む。

■目標指数の見直し
　令和６年度において目標を達成（100％）したことを受け、令和７年度以降の各
年度の目標指数を完全取得の「100」とする。

男女共同参画基本計画

4
（３）男性職員による積極的な制度の活用

（ア）子どもの出生時における父親の特別休暇等の取得促進

２　安心して子どもを産み育てるために

推進体制

男性職員の出産付添休暇取得率

基準値
（％）

目標値
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年

実績

48.5 80.0 100.0

各年度基準値

10.3 58.8 69.1 79.4 89.7 100.0

達成度 136.1

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

各年度
目標指数

①　一般行政職は、対象者として男性12人中８人の取得（66.7％）であった。
②　消防職は、対象者として男性８人中８人の取得（100％）があった。
　　よって、①②計男性20人中16人の取得（80％）であった。

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

【補足】育児参加休暇
要件等：妻が出産する男性職員が、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達す
るまでの子を養育する男性職員が、これらの子の養育（授乳、付添、保育園送迎な
ど）のために取得可
期間等：出産予定６週間前から出産後１年までに５日以内

(1)　育児休暇・休業プランを提出した職員に対し、個人メールにてハンドブック
を提供する。⇒R7から実施
(2)　所属長により、育休復帰支援マニュアルを活用した対象者への面談を実施
し、当該休暇の取得促進を図る。⇒R7.10から運用
(3)　今後、男性育休取得者による取得事例の紹介を行い、これから休暇を取得し
ようとする男性職員へのアドバイスや後押しへと繋げる。⇒R8.4以降
(4)　当該休暇を取得しやすい職場の雰囲気づくりや職場環境の整備に取り組む。

男女共同参画基本計画

5
（３）男性職員による積極的な制度の活用

（ア）子どもの出生時における父親の特別休暇等の取得促進

２　安心して子どもを産み育てるために

推進体制

男性職員の育児参加休暇取得率

基準値
（％）

目標値
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

実績

69.6 60.0 85.0

各年度基準値

3.1 72.7 75.8 78.8 81.9 85.0

達成度 82.6

評価 Ｃ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

各年度
目標指数

①　一般行政職は、対象者として男性12人中５人の取得（41.7％）であった。
②　消防職は、対象者として男性８人中７人の取得（87.5％）であった。
　　よって、①②計男性20人中12人の取得（60％）であった。

評価ランクは「Ｃ」であり、前年度の数値を下回る結果となった。

(1)　育児休暇・休業プランを提出した職員に対し、個人メールにてハンドブック
を提供する。⇒R7から実施
(2)　所属長により、育休復帰支援マニュアルを活用した対象者への面談を実施
し、業務分担の見直しや割振りと併せて、当該休暇の取得促進を図る。
　　⇒R7.10から運用
(3)　今後、男性育休取得者による取得事例の紹介を行い、これから休暇を取得し
ようとする男性職員へのアドバイスや後押しへと繋げる。⇒R8.4以降
(4)　当該休暇を取得しやすい職場の雰囲気づくりや職場環境の整備に取り組む。
(5)　育児休業に伴い未執行となる給与等の予算を活用する。

男女共同参画基本計画

6
（２）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援

（イ）男性職員の育児休業の取得促進

２　安心して子どもを産み育てるために

推進体制

男性職員の育児休業取得率

基準値
（％）

目標値
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

実績

82 96.0 78

各年度基準値

(0.8) 81.2 80.4 79.6 78.8 78.0

達成度 84.6

評価 Ｃ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

各年度
目標指数

　対前年度と比較すると、４月、７月、10月が増加傾向にあった。そのうち、10月
（4,000ｈ）の増加は参院選に伴うものと思慮される。

【参考：管理的地位にある職員以外の職員一人当たりの時間外勤務実績の推移】
　年度　　　総時間外　対象職員数　時間外実績（年間・１か月）
Ｒ５年度　　41,886ｈ　　511人　　　　82ｈ／人　・　6.8ｈ／人
Ｒ６年度　　49,199ｈ　　511人　　　　96ｈ／人　・　8.0ｈ／人
※対前年比（一人当たり）：82ｈ／96ｈ×100＝17％増

評価ランクは「Ｃ」であり、前年度の数値を下回る結果となった。

(1)　時間外勤務を減らす雰囲気の醸成や時差出勤制度の積極的な活用
　　※新たに育児や介護、勤務間インターバルとしても使用が可能
　　　　⇒R7.4から（試行）
(2)　定時退庁日における館内放送の継続実施⇒R7.7から実施
(3)　定員管理計画等に基づく適正な人員の確保
(4)　所属長による配下職員の在庁時間管理⇒R7.4から部長経由で情報提供
(5)　今後、窓口開庁時間の短縮を検討
(6)　今後、ＤＸ担当部署を明確にし、全庁的に事務の簡素・合理化、ＤＸ化に取
り組む。

（イ）業務遂行体制の工夫・見直し
（ウ）時間外勤務（時間外在庁）の縮減

基準値
（ｈ／人）

目標値

３　子育てしやすい生活時間の創出のために

推進体制

（ア）事務の簡素化・合理化

（エ）定時退庁の周知、実施

時間外勤務時間数（△５％）

（１）時間外勤務等の縮減
7
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R6 R7 R8 R9 R10 R11

実績

11.2 11.8 15.0

各年度基準値

0.8 12.0 12.7 13.5 14.2 15.0

達成度 98.7

評価 Ｂ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

各年度
目標指数

①　４月のＧＷ前に「大型連休等を休暇取得促進期間と位置づけ」休暇取得促進を
グループウェアにて広く職員へ周知し、年間を通し計画的に休暇を取得するよう促
した。

評価ランクは「Ｂ」であり、前回より目標達成に向け進捗しているものの、各年度
の目標指数を下回る結果となった。

(1)　要因分析に記載した①の取組を継続的に実施する。
(2)　６月に休暇付与後半年経過に伴い全所属長へ年休及び健康増進休暇の取得状
況の確認及び計画的な取得促進を依頼する。⇒R7から実施
(3)　６月に「夏季期間は休暇促進期間」、10月は「年次有給休暇取得促進月間」
である旨をグループウェアにて広く職員へ周知し取得を促す。⇒R7から実施
(4)　所属ごとの年休取得状況を取りまとめ、各部長へ情報提供を行う。⇒R8以降
(5)　職場の雰囲気を醸成、取得しやすい環境づくりを行う。

8
（２）休暇取得の推進

（ア）年次休暇等の取得促進

３　子育てしやすい生活時間の創出のために

推進体制

年次有給休暇取得日数

基準値
（日）

目標値

10



事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R6 R7 R8 R9 R10 R11

実績

78.3 85.8 100.0

各年度基準値

4.3 82.6 87.0 91.3 95.7 100.0

達成度 103.8

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

9
３　子育てしやすい生活時間の創出のために

（２）休暇取得の推進

推進体制 （ア）年次休暇等の取得促進

年次有給休暇５日以上取得者率

基準値
（％）

目標値

各年度
目標指数

①　４月のＧＷ前に「大型連休等を休暇取得促進期間と位置づけ」休暇取得促進を
グループウェアにて広く職員へ周知し、年間を通し計画的に休暇を取得するよう促
した。

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

(1)　要因分析に記載した①の取組を継続的に実施する。
(2)　６月に休暇付与後半年経過に伴い全所属長へ年休及び健康増進休暇の取得状
況の確認及び計画的な取得促進を依頼する。⇒R7から実施
(3)　６月に「夏季期間は休暇促進期間」、10月は「年次有給休暇取得促進月間」
である旨をグループウェアにて広く職員へ周知し取得を促す。⇒R7から実施
(4)　所属ごとの年休取得状況を取りまとめ、各部長へ情報提供を行う。⇒R8以降
(5)　職場の雰囲気を醸成、取得しやすい環境づくりを行う。

11



事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R6 R7 R8 R9 R10 R11

実績

88.1 88.0 100.0

各年度基準値

2.4 90.5 92.9 95.2 97.6 100.0

達成度 97.3

評価 Ｂ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

10
３　子育てしやすい生活時間の創出のために

（２）休暇取得の推進

推進体制 （ア）年次休暇等の取得促進

健康増進休暇５日完全取得者率

基準値
（％）

目標値

各年度
目標指数

①　４月のＧＷ前に「大型連休等を休暇取得促進期間と位置づけ」休暇取得促進を
グループウェアにて広く職員へ周知し、年間を通し計画的に休暇を取得するよう促
した。

評価ランクは「Ｂ」であり、前回とほぼ同率であり、各年度の目標指数を下回る結
果となった。

(1)　要因分析に記載した①の取組を継続的に実施する。
(2)　６月に休暇付与後半年経過に伴い全所属長へ年休及び健康増進休暇の取得状
況の確認及び計画的な取得促進を依頼する。⇒R7から実施
(3)　６月に「夏季期間は休暇促進期間」、10月は「年次有給休暇取得促進月間」
である旨をグループウェアにて広く職員へ周知し取得を促す。⇒R7から実施
(4)　所属ごとの年休取得状況を取りまとめ、各部長へ情報提供を行う。⇒R8以降
(5)　職場の雰囲気を醸成、取得しやすい環境づくりを行う。
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事業効果検証シート

（１）適正な人員確保や配置、人事異動についての配慮

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R6 R7 R8 R9 R10 R11

実績

570 577 602

各年度基準値

6.4 576.4 582.8 589.2 595.6 602.0

達成度 100.1

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

11
４　子育てしやすい勤務環境を整備していくために

推進体制

令和11年４月１日職員数

（ア）出産や子育てをしている職員の人事異動等についての配慮

（イ）人員配置や人員不足の解消、人材確保等への取組

基準値
（人）

目標値

各年度
目標指数

①　令和６年度退職者17名（普通退職13名、60歳到達退職４名、定年退職なし）に
対し、令和７年４月１日新規採用は28名（割愛職員等を除く）であった。
②　姶良市定員管理計画のもと、姶良市職員採用試験委員会にて計画的に職員を採
用している。
③　鹿児島大学等への学校訪問の実施⇒R7は７校訪問
④　マイナビ等の就職活動情報サイトへの活用や新聞広告を活用した採用試験案内
の実施
⑤　大学生等を対象とした市独自のお仕事セミナーの開催⇒R7.3実施（12名参加）

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

(1)要因分析に記載した②～⑤の取組を継続的に実施する。
(2)育児休業の取得実績の分析を行い、職場で不足する職員数のあり方について検
討する。
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R6 R7 R8 R9 R10 R11

実績

2.0 2.9 5.0

各年度基準値

0.6 2.6 3.2 3.8 4.4 5.0

達成度 111.5

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等 男女共同参画基本計画

職員採用試験など多くの受験者が募れるよう学校訪問等の実施

消防職における女性職員の配置割合

基準値
（％）
4/1現在

目標値

各年度
目標指数

①令和７年４月１日現在、消防職員102人中、女性は３人（2.9％）であった。
　※女性３人のうち１人は市長部局から出向
②女性が活躍できる職場であることをＨＰ等で広く周知した。
③９月に消防本部において、女性消防吏員が働き続けやすい環境をつくるための効
果的な取組や職員の意識改革などをテーマにした女性消防吏員活躍推進研修会を実
施した。
④新規採用職員募集のポスターに女性消防士を登用し、性別を問わず受験可能な旨
をＰＲした。
（結果としては、女性の消防職の受験者はいなかった。）

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

(1)　要因分析に記載した②～④を継続的に実施する。
(2)　市ＨＰへ、ルーキーからのメッセージとして、女性消防職からのメッセージ
を新たに掲載する。
(3)　分遣所等の改修の際は、女性が勤務しやすい職場環境を整備する。

12
５　すべての女性が活躍できる働きやすい職場を目指して

（１）女性職員の採用割合

推進体制
女性が活躍できる職場であること広く周知

分遣所など女性が勤務しやすい職場環境を整備
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R6 R7 R8 R9 R10 R11

実績

9.4 9.4 15.0

各年度基準値

1.1 10.5 11.6 12.8 13.9 15.0

達成度 89.4

評価 Ｃ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等 第３次姶良市男女共同参画基本計画

女性職員を対象とする研修や外部研修への女性職員の派遣

管理的地位にある女性職員の割合

基準値
（％）
4/1現在

目標値

各年度
目標指数

①令和６年度において、女性職員を対象とした研修として、女性職員キャリアデザ
イン研修に１名参加した。
②鹿児島県東京事務所へ女性職員を１名派遣した。
③鹿児島市との人事交流において女性職員を１名派遣した。

（参考）
令和７年度新規採用職員の男女比
一般行政職　男12人、女12人（女性割合50％）
　　消防職　男４人、女０人（女性割合０％）※女性消防職の応募なし
　　　　計　男16人、女12人（女性割合43％）

評価ランクは「Ｃ」であり、前年度と同率で、各年度の目標指数を下回る結果と
なった。

(1)　要因分析に記載した①～③の取組を継続的に実施する。
(2)　係長・課長補佐・課長の各役割段階における女性の人材確保を念頭に置いた
人材育成を行うとともに、引き続き、女性が勤務しやすい職場環境を整備する。

13
５　すべての女性が活躍できる働きやすい職場を目指して

（２）管理的地位にある女性職員の割合

推進体制
各役割段階における女性の人材確保を念頭に置いた人材育成

女性が勤務しやすい職場環境を整備
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

実績

75.0 100.0 100.0

各年度基準値

100 100 100

5.0 80.0 85.0 90.0 95.0 100.0

達成度 125.0

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

【参考資料：年度の場合】

男女共同参画基本計画

4
２　安心して子どもを産み育てるために

（３）男性職員による積極的な制度の活用

推進体制 （ア）子どもの出生時における父親の特別休暇等の取得促進

男性職員の出産付添休暇取得率

基準値
（％）

目標値

各年度
目標指数

①　一般行政職においては、対象者として男性11人中11人の取得があった。
②　消防職においては、対象者として男性８人中８人の取得があった。

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

【補足】出産付添休暇
要件等：妻の出産に伴う入院等の付き添い等のため取得可
期間等：出産に係る入院等の日から出産後２週間を経過する日までにおける７日以
内（R7.4.1から２日間だったものが７日間へ拡充）

(1)　育児休暇・休業プランを提出した職員に対し、個人メールにてハンドブック
を提供する。⇒R7から実施
(2)　所属長により、育休復帰支援マニュアルを活用した対象者への面談を実施
し、当該休暇の取得促進を図る。⇒R7.10から運用
(3)　今後、男性育休取得者による取得事例の紹介を行い、これから休暇を取得し
ようとする男性職員へのアドバイスや後押しへと繋げる。⇒R8.4以降
(4)　当該休暇を取得しやすい職場の雰囲気づくりや職場環境の整備に取り組む。

■目標指数の見直し
　令和６年度において目標を達成（100％）したことを受け、令和７年度以降の各
年度の目標指数を完全取得の「100」とする。
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事業効果検証シート

目標指標

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

実績

66.7 84.2 100.0

各年度基準値

6.7 73.4 80.0 86.7 93.3 100.0

達成度 114.8

評価 Ａ

要因分析

目標達成の
ための手段
・見直し等

関連計画等

【参考資料：年度の場合】

男女共同参画基本計画

5
２　安心して子どもを産み育てるために

（３）男性職員による積極的な制度の活用

推進体制 （ア）子どもの出生時における父親の特別休暇等の取得促進

男性職員の育児参加休暇取得率

基準値
（％）

目標値

各年度
目標指数

①　一般行政職は、対象者として男性11人中８人の取得があった。
②　消防職は、対象者として男性８人中８人の取得があった。
　　よって、①②計男性19人中16人の取得（84.2％）であった。

評価ランクは「Ａ」であり、目標達成に向け１年目の目標値を上回る進捗である。

【補足】育児参加休暇
要件等：妻が出産する男性職員が、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達す
るまでの子を養育する男性職員が、これらの子の養育（授乳、付添、保育園送迎な
ど）のために取得可
期間等：出産予定６週間前から出産後１年までに５日以内

(1)　育児休暇・休業プランを提出した職員に対し、個人メールにてハンドブック
を提供する。⇒R7から実施
(2)　所属長により、育休復帰支援マニュアルを活用した対象者への面談を実施
し、当該休暇の取得促進を図る。⇒R7.10から運用
(3)　今後、男性育休取得者による取得事例の紹介を行い、これから休暇を取得し
ようとする男性職員へのアドバイスや後押しへと繋げる。⇒R8.4以降
(4)　当該休暇を取得しやすい職場の雰囲気づくりや職場環境の整備に取り組む。
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